
思っています。

企業の少子化対策に対する問題

意識も今のところそれほど高くあ

りません。労働力不足が顕在化し

てきたため、ようやく、真剣に目

を向け始めた段階です。企業にで

きることは、可能な限りの出産育

児支援、ワーク・ライフ・バラン

スの推進に尽きます。この問題は

まもなく企業の死命を制すること

になります。放置すれば、企業の

存立基盤である人材がいなくなる

のだと強く認識すべきです。

企業が少子化対策をするにはコ

ストがかかります。しかし、目先

の損得勘定だけで判断してはいけ

ません。ここにかかる手間や費用

は単なる“コスト”ではなく、企

業が存立するための不可欠な“投

資”として捉えなければいけませ

ん。会員の皆さまには、「まず我々

から始めよう」と強く呼びかけた

いと思っています。
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端的に言って、日本の未来は恐

ろしいと言わざるを得ません。昨

年、委員会で行ったシミュレー

ションでは、少子化対策以外のあ

らゆる対策、例えば、労働力率・

生産性を最大限に高めるといった

ことをしても、2030年代には潜在

成長率がマイナスになってしまう

だろうということがわかりました。

これを避けるには、人口減少をく

い止めることに、国民・国家・企

業の努力を集中させる必要があり

ます。こうした認識のもと、昨年

度の議論をスタートさせました。

現在、少子化問題に関しては、

国としての確固たる意志がないと

言っていいと思います。省庁ベー

スでいろいろな議論が行われてい

ますが、国の総力を挙げて取り組

むという姿が見えてきません。い

きなり個別の方法論に入ってしま

うのではなく、国が明確な目標を

立て、ＰＤＣＡサイクルを回すと

いう方向に持っていくべきです。

もはや議論をしている時ではなく、

即実行に移さなければなりません。

また、この問題に対する国民の危

機意識も希薄です。正しい情報が

行き渡っていないため、何とかな

ると思っている人が多いのではな

いでしょうか。

日本人は、豊作か凶作かが天候

によって大きく左右される農耕民

族の特性として、未来のことを長

期的・論理的・戦略的に考えるこ

とが苦手なのかもしれないと思う

ことがあります。そうした中で、

未来の日本のことを考えようとそ

れぞれの委員会が積極的な活動を

行っていること自体に、経済同友

会の大きな存在意義があるのだと
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議論をする時は終わり、
少子化対策を即実行に移すべき

（インタビューは4月25日に実施）
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※提言は21～22ページに掲載。


